
	                            受託事業申請書
                                                                平成　　年　　月　　日
　　名古屋大学
グリーンモビリティ連携研究センター長　殿
                                        　　所　在　地
                                          　会　社　名
                                        　　職名・代表者名　                         　
名古屋大学受託事業規程第４条に掲げる条件を遵守の上，下記のとおり受託事業の申請をします。
                                            記
  １．事業題目
  ２．事業の目的及び内容
　３．受託事業費                          円（明細は別表のとおり）
  ４．事業期間    受託事業費納入日から平成　　年　　月　　日まで
　５．事業責任者　　所属・職名：　　　　　　　　　  氏　名：
　６．事業担当者　　所属・職名：                    氏　名：
                              所属・職名：　　　　　　　　　　氏　名：
                              所属・職名：　　　　　　　　　　氏　名：
  ７．提供設備等　　名　称：
                              規　格：
                              数　量：
　８．契約締結者名　　所在地：
　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
　　　　　　　　　　　　　　　職名・氏名：
　９．その他参考となる事項
   (1)費目間流用制限の有無及びその制限の内容　　　　　　　　有　・　無
　 (2)事業協力者の派遣希望の有無及び職名等                  有　・　無
　 (3)実施報告書、経理報告書作成希望の有無　　　　　　　　　有　・　無
　 (4)事務連絡先等            所在地：〒
                              所属部課等：　　　　　　　　　　担当者氏名：
                              TEL：              FAX：            
　　　　　　　　　  　　　　　E-Mail：


 別表
                               受託事業費明細書
                                                              事業責任者氏名
                                                                　　　　　　　　　　　　　　
（平成○○年度）                                                                  （単位：円）
	         項　　　　目
	      金　　　　額　　
	          摘　　　　要

	 直
 接
 経
 費
	諸 謝 金(A)
	
	（消費税額及び地方消費税額　　）

	
	旅　　費(B)
	
	（消費税額及び地方消費税額　　）

	
	    内国旅費
    外国旅費
	
	

	
	運営費(C)
	
	

	
	　　設備備品費
　　　　備品費
　　　　図書費
　　消耗品費
　　光熱水料
　　　　電気料
　　　　ガス料
　　　　水道料
　　賃　　　　　金
　　その他
	
	（消費税額及び地方消費税額    ）

	
	計(A+B+C)
	
	

	 間接経費
	
	

	 合　　　　　   計
	
	


（本様式は民間機関等から部局長あてに提出願うものです。）
受 託 事 業 申 請 書 作 成 要 領
様式１号
１．申請者について
 　 　会　社　名：株式会社・財団法人等の名称は省略せず記入すること。
　　　代表者氏名：役職名も正確に記入し、会社等の社印・代表者印を押印すること。
２．「事業期間」欄について
　　　「受託事業費納入日から平成○年○月○日まで」とする。
　　　ただし、相手方が国等又は国等からの再委託の場合で、予算その他経理上の問題などで真にやむ
　　を得ない理由がある場合は、契約日をもって事業を開始することが可能なことから
　　「平成○年○月○日から平成○年○月○日まで」とすることができる。
３．「契約締結者名」欄について
　　　契約締結者について記入すること。なお、本学が経費納入のため送付する納入依頼書の宛名が契　　約締結者と異なる場合は、当該宛先についても記入すること。
４．「その他参考となる事項」欄について
　（１）「費目間流用制限の有無及びその制限の内容」欄について
          　国等からの補助金を原資とした受託事業などのように経費区分の流用の制限がある場合は、　　　　　は、その制限の内容を記入すること。
　（２）「事務連絡先」欄について
　　　　　　契約内容及び経費納入の対応が可能な者について記入すること。
様式１号別表
受託事業費明細書における各区分の記載方法は以下のとおり
１．複数年契約を実施する場合は年度毎に作成すること。
２．「諸謝金」欄について
　　　消費税相当額（５％）分を含んだ金額を記入し、摘要欄に消費税相当額を再掲すること。
３．「旅費」欄について
　　　内国旅費と外国旅費に分けて金額を記入すること。
 　　 内国旅費：内訳を記入すること。
 　   外国旅費：消費税相当額（５％）分を含んだ金額を記入し、摘要欄に消費税相当額を再掲する
　　　こと。
４．「運営費」欄について
　　　それぞれの細目について、内訳及び金額を記入すること。
 　   光熱水料：光熱水料負担額を計上すること。
 　　 賃  　金：内訳は消費税相当額（５％）分を含んだ金額を記入し、摘要欄に消費税相当額を再掲
　　　　　　　　すること。
５．合計金額は，契約額と一致すること。（複数年契約の場合は年度毎の合計金額の計）
６．摘要欄は，支出予定内訳を記載すること。

